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1．緒 目

　21世紀の世界にとって，地球環境，エネルギー，資源および人口の問題

は枢要な問題であり，それらは互いに関連をもっている。たとえば地球環境

問題のうちで注目されている地球温暖化は，エネルギー問題と密接にリンク

している。地球の平均気温はこの100年間に約0．6度上昇したといわれるが，
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それは石油・石炭等の化石エネルギーの消費によって発生する二酸化炭素

（COユ）等の温室効果ガスの濃度上昇（産業革命前の280　ppmから2000年370　ppm

へ）によると考えられている。この温暖化に対し，1997年12月の地球温暖

化防止京都会議（気候変動枠組み条約第3回締約国会議COP3）によって，京都議

定書が採択され，先進国を中心にしたCO，排出削減目標が決められた。その

主な内容は，1990年を基準として2008～2012年の平均CO2排出量をEUが

8％，米国が7％，日本が6％削減しようとするものである。実施段階でブッ

シュ米国が離脱するなど，この目標の達成にはなお困難が予想されるが，し

かし世界が，CO、削減すなわちエネノレギー消費の削減に合意し，産業革命

以来の右肩上がりの経済成長や大量生産・大量消費・大量廃棄のあり方を見

直す方向へ歩み出したことは人類史上画期的なことである。

　中国は，このいわゆる京都議定書の制約を受ける国ではない。しかし中国

のCO，排出量は，すでに1999年において世界台計62．3億トンーCのうち

13％を占め世界第2位であり，1位米国の27％，3位旧ソ連の10％と合わ

せて，これら3国で世界のCO，排出の5割に達する〔23〕。しかも中国はい

まなお発展途上国であり，今後の近代化および経済成長に伴ってエネノレギー

消費を増やす必要がある。現在13億の人口を抱える中国の今後の経済発展

とそれに伴うエネノレギー消費は，将来，世界のエネノレギー情勢を左右するこ

とになるであろう。国連の推計によると2050年頃に中国の人口増加は止ま

ると予想されているが，その頃までに中国の近代化・経済成長が現在の先進

国並に達しているとすると，21世紀半ばには，石油資源は枯渇し，世界的

にエネルギー，資源そして環境の問題が深刻化するとも予測されている。

　一般に語られるそのような予測は定性的なものにすぎないが，本論文で

は，中国のマクロ経済・エネルギーモデルを構築し，中国のマクロ経済，エ

ネルギー需給および環境負荷を定量的にシミュレーション分析することによ

り，21世紀前半の中国の経済発展とエネノレギーおよび環境についての長期

的なシナリオを定量的に描くことを目指している。経済成長とエネルギー，
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そして環境（ここではCO二とSOこの排出）の相互依存関係を含み，それらを総

合的に分析するためには，一国のマクロ経済とエネルギー需給のそれぞれを

サブシステムとした一つの統合モデノレが必要になる〔1〕。このようなマクロ

経済・エネルギーモデルの構築により，たとえば，2010年までに現在のGDP

を2倍にするという中国政府の目標とそのエネルギー需要が世界のエネル

ギー供給バランスにどのような影響を及ぼすか，あるいは石炭中心のエネル

ギー消費構造をもつ中国によるCO2やSO2排出は中国と世界の環境にどん

な影響を与えるか，またどのような産業構造に転換すればエネルギーや環境

負荷の少ない持続可能な社会へ近づけるかなどを定量的に把握し分析するこ

とが可能となろう。

2．中国の経済・エネルギー・

　　　　環境問題の現在

2．1　中国の経済情勢

　1949年10月1日，中華人民共和国は戦争の廃嘘から成立した。以後，中

国は，近代工業，農業，科学技術など，ほとんどすべての面において，白紙

の状態から作らなければならなかった。1956年までは成長しつづけたが，

1958年からの「大躍進」，61年から63年までの3年連続の自然災害，1966

年から10年間にわたる「文化大革命」などの政治闘争の影響で，一’時停滞

を余儀なくされた。1976年10月，「文化大革命」が終了した時点での経済

状況は崩壊寸前にまで追い込まれていた。その後，郵小平の復帰により，

1979年から，中国は改革開放政策を取り入れ，急速な経済発展をとげてき

た。1999年までの20年間，GDP（国内総生産）は平均9．4％で成長している

（図2．1）〔14〕。1999年のGDPは8兆486億3000万元で，中国国家統計局経
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図2．1　中国の経済成長率（GDPのf申び率）
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済景気月報によると，2001年にはすでに9兆元近くまで上り，2002年上半期

は4兆5536億元で，前年同期比7．8％の成長である〔18〕。

　経済成長に伴って，一般大衆の生活も大きく改善されてきた。その変化を

表2．1に示す〔14〕。

　中国の経済成長の原因を分析してみると，次のように挙げられる〔4〕。

1　29年間にわたる中央集権的計画経済に終止符を打ち，92年から「社

　会主義市場経済」に移行した。

2　農村改革により，農業が安定的な成長をとげた。

3　国有企業における改革は困難を極めるが，成長のプラス要因となりつ

　つある，

雀　外資導入や近年のWTO加盟による産業構造改革が進められている。

3　全国各地に点在するハイテク産業拠点が技術進歩の牽引役になってい

　る。

　しかし，一方，このような経済成長が，エネルギーの大量生産と大量消費

による大気汚染，耕地拡大による森林・湿原・草原破壊など，環境の悪化を
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中国のマクロ経済・エネルギーモデルと環境問題（1）（丁／朴／猪．平）

表2．1　中国における住民の生活状況
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（％）

（台）
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89．2
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44．44

93．0

70．0

80．73
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　81．7
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24．0
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（出所）　『中国統計年鑑2000年版』〔14〕より作成

招いてもいる。度重なる大洪水，早魅，砂嵐，地下水位の降下と水質汚染が

経済全体に甚大な影響を与えると同時に，経済発展のネックになりつつあ

る。したがって，国家レベルで経済と環境との間での折衷点を求め，持続可

能な発展を実現していくことが求められる。そのような折衷点を，単に定性

的にではなく，いかに定量的に把握するかが，本研究のマクロ経済・エネル

ギーモデルの構築とそれによるシミュレーション分析の目的である。

　ここで中国経済の情勢を概観しておきたい。

　1999年現在，その国土面積は960万km2，人ロは12．59億人である〔14〕。

　国土面積はロシア，カナダに続く世界3位を示してはいるものの，’社会生

活に適する面積は少なく，耕地面積は9565万haであり，そのほとんどは

東半分に集中している。
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図2．2　中国人口の推移
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　　　　　　　　表2．2　国土面積と人口の国際比較

国 名 国土面積
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（出所）　r中国統計年ee　2000年版』より作成

　総人口の半数ほどは沿岸部に集中しており，人口密度は全国平均で130

人／km2となっている。人口の増加は経済の成長に大きな負担となるため，

中国政府は，1970年代後半より一人子政策を実行しつづけた。その結果，

次のように人口抑制にある程度の効果が見られた〔4〕。

　　出生率は1970年の33％から1999年の14．5％へ低下

2　自然増加率は1970年の26％から1999年の9％へ低下
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　　　　　　　中国のマクロ経済・エネルギーモデルと環境問題（1）（丁／朴／猪平）

③　総合出生率は1960年の5，8％から1999年の2．0％へ低下

しかし，人口抑制政策の新たな問題点として

①　人口の低出生率と高増加率の矛盾（人ロベース特に結婚適齢期人口数の膨

　大さ）

②　人口の高齢化問題（人口年齢構成は成年型に属しているが，老年型に進みつつ

　ある。2020年頃，労働力不足が懸念される、）

③　労働人口の質（教育の普及が急務である。）

などが発生している。

　表2．1で示したように，1万人当たり在学大学生数は年々増える一方，識

字率は依然として低い。また，大学進学に偏っての教育方針は職業訓練の妨

げにもなっている。各種の職業訓練学校は1995年時点で2653校あったのに

対し，2001年末に2000校未満まで減ってきた。この結果，質の高い熟練労

働者の確保は難しくなり，「世界の工場」を目指す中国にとって，今後深刻

な課題になると思われる。そのため，「労働者軽蔑」といった社会的意識を

改めたうえで，ヨーロッパ諸国の職業訓練制度の導入，民間資本に対する職

業訓練への参入障壁の撤廃などが急務である。一方，WTO加盟に伴い，

CEOを含む高級管理人材，ハイテク産業を発展させるための経営者，技術

者などもかなり不足している〔4〕〔16〕。

　中国のGDP（国内総生産）は，98年で，米国の約10．8％，また日本の約

22．9％に相当している。GDPでは増加傾向を見せつつある。改革開放以後

のGDP，輸出（EXC），輸入（：iC）の年平均成長率を計算すると，次のとおり

である。

GDP（億元）　　1978年12，080．38

tx

1999年80，480．63
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表2．3　GDPと成長率の国際比較

日　　本　　　（H本円）：
ド　イ　ツ　（ドイツマルク）！
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イタリァ　　　　　　　（リラ） 2057ス000　1 1．1 1．8 1．5 1．4

カ　ナダ　　（カナダドル）
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億

元

（注）　1999年は予測

（出所）　『中国統計年鑑2000年版』より作成

　　　　　　　　　図2，3　中国のGDP（実質）の推移
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　　年平均成長率＝（（80480．63／12080．38）1／（1999－1978）－1）

　　　　　　　　　＝9．45％

輸出（億元）　　1978年　1，580．46　　1999年21，050．30

　　年平均成長率＝13．1％

輸入（億元）　　1978年　1，690．61　　1999年18，280．79

　　年平均成長率＝12．0％
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　中国経済は，78年から開放政策を導入して以来，79～82年で1桁の経済

成長率（GDP成長率），83～88年は2桁の成長率を示したが，89～91年は天

安門事件の影響で鈍化した。中国では政治の経済に対する影響が非常に大き

いが，天安門事件はその典型的な例である。このため89年のGDP成長率は

わずか4．1％で，90年には4．0％に下がった。その後92年以降は，郵小平の

南巡講話を受け，95年まで2桁の成長率，96年から現在まで1桁の成長率を

見せつづけた（図2．1）。そして97年，アジア金融危機が起こり，通貨下落が

世界経済に悪影響を及ぼすと懸念されるなか，IMFの介入もあったが，中国

政府による人民元維持によって，危機を食い止めた。現在では，為替レート

は8．3元／ドル辺りで安定しているが，将来的に元高になる予測があり〔16〕，

これがマクロ経済・エネノレギー情勢にどのような影響を与えるかについては，

モデノレ構築により第4章以降で検討していく。

2．2　中国のエネルギー事情

　中国のエネノレギー総生産（石炭換算トン）は，1978年の6億2770万石炭換

算トンから1999年の11億石炭換算トンになり，年平均2．7％増であった。

うち石炭の割合は，1978年の70．7％から1999年の67．1％に下がった。こ

の期間（1978～1999）におけるエネルギー総生産のGDP弾性値を求めると，

0．29となる。

エネルギー総生産の年平均増加率＝（（11／6．277）1／（1999－1978）－1）＝2．7％

エネルギー総生産対GDPの弾性値＝2．7％／9．45％＝0．29

　中国の石炭は，アスファルト性石炭の割合が高いため，SO，排出量も大き

い。それが酸性雨の原因にもなる。原油生産は94年から純輸入に転じた〔14〕。

そのため，大きな中国市場の需要を満たすための外貨準備が問題になり，世
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図2．4　中国エネルギー総生産の推移
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　　　　　図2．　5　中国エネルギー総生産の源別構成割合
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1995 1999

界的な石油の安全保障にも影響を及ぼすであろう。

　石炭は固体であるため・・ンドリングに難点がある。このため石炭液化およ

び石炭ガス化がそれを克服する次世代のエネルギー利用法として注目されて

いる。また，石炭は石油などの他のエネルギー源に比べ，多量のSO，を発
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生し，また単位エネルギー当たりのCO2の発生量も多い。この環境負荷を

軽減する目的から，クリーンコールテクノロジーの研究と実用化が世界規模

で進められている〔2〕。石炭中心のエネルギー構造が当分の間続く中国で

も，このような新技術に対し，日本をはじめ，アメリカ，ドイツから専門家

を招き，技術提携で問題解決に取り組もうとしている〔17〕。これは「京都議

定書」のクリーン開発メカニズムに適しているもので，評価すべきであろ

う。

2．3　中国の環境問題

　中国の環境問題は多岐にわたるが，

と，森林・草原破壊を取り上げる。

ここではそのうち，水・大気の汚染

　（1）　水質汚染の深刻化と渇水問題

　現在までに入手できた資料は1995年までのものであるため，その後，工

業汚染がさらに進行していると推定される。農業生産においても，すでに緊

急事態が宣告されている。2002年8月29日付の『東方時報』〔19〕によると，

工業汚水を利用した灌瀧面積は全国の7．3％に達し，固形工業廃棄物の積み

置きで200万畝（1畝＝666．7　m2）の農地が破壊され，8000万畝の耕地が大気

表2．4　鉱工業企業の生産活動による水質汚染物質の排出構造

1　　1989年　　　　　1994年 1995年
　　　　　　｜
廃　　水　　1　　廃　　水　　　　　　1 COD 全水銀

1億トン　％　川意トン　％ 万トン ％ トン

全国鉱工業企業合計‘278．24：1・0．・258．51110・．0； 1，438．4‘

　　　1

100．ol　13．44

県以一ヒ鉱工業企業

郷鎮鉱工業企業

251．41　9・．4215．51　83．6　1768．4‘53．4

　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　1

2683　　　96． 430
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

166　　　6700　　　　466

（出所）　李志東『中国の環境保護システム』〔20〕
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汚染の被害を受け，また，

とである。

1．6億畝の農地が農薬に汚染されているというこ

　（2）大気汚染

　CO，の排出は石炭の生産，利用によるものがほとんどであるが，農村部

において，薪を求めて藁や茎を燃やしたり，焼畑で耕地を作ったりして，相

当なCO，を排出している。石炭の利用技術の改良，エコロジカルな農業の

普及が緊急な課題であるが，その巨額な資金をどうするかが問題である。

SO2の排出も石炭によるものが多い。脱硫装置の普及にも同じ資金問題があ

るが，一方，それよりも社会全体の意識を改善していく必要がある。

　広州を中心とした華南経済圏では，これまで深刻な酸性雨問題に悩まされ

てきたが，香港に隣接しているため，意識転換が早く，資金面にも特に問題

がないため，解決に向かっている。上海経済圏では，エネルギー供給は長年

のネックであったが，最近の動きとして，西部開発に資金を注入し，天然ガ

ス用のパイプラインを新彊から上海まで敷設し，クリーンなエネルギーを得

る計画がたてられている。しかしまだ完成までに時間がかかる〔15〕。

　（3）　森林・草原破壊による砂漠化の進行

　工業団地や耕地の拡大，そして木材需要に追われ，森林，湿原が減少しつ

つある。草原部において，牧畜業の発展を求めるあまり，草原の負荷能力を

超過して，羊，馬，らくだの飼育が行われている。その必然的結果として，

草原が破壊され，砂漠化が日々進んでいく〔20〕。現在では，砂漠が北京西北

の78㎞にまで追ってきており，砂嵐が頻度を増して，今年（2002）の春な

どは，日本を越え，アメリカ西部まで飛んでいくことすら起きた〔16〕。

　中国の環境問題はすでに国境を越えて，アジアさらには世界規模の問題に

なりつつある。
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中国のマクロ経済・エネノvギーモデルと環境問題（1）（丁／朴／猪平）

3．中国マクロ経済・エネルギー

　　　　　モデルの概要

　本研究では，2030年頃までの中国の経済，エネルギー，環境を予測できる

モデノレを構築することを目標にし，図3．1に示すマクロ経済・エネルギーモ

デルを検討する。このモデルは，大きく二つの計量経済モデル，すなわちマ

　　　　　　　図3．1マクロ経済・エネルギーモデルの全体構成
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クロ経済モデルおよびエネルギーモデルから構成されている。まず最初のマ

クロ経済モデノレでは，世界貿易，原油価格，為替レートなどの海外指標と，

政府の支出，投資などの政策要因，および人口構成などの人口要因を外生変

数として，GDP，消費，各種デフレータや物価指数，鉱工業生産指数，鉄

やエチレンなどの各産業の生産量を計算する。次にエネルギーモデルでは，

経済モデルで計算されたこれらの経済指標，生産量，価格指標に，さらに発

電効率や車の燃費，石油や石炭などのエネルギー生産量等を外生変数とし

て，部門別あるいはエネルギー源別のエネルギー需給，CO2およびSO2発

生量などを求める。

　このようなマクロ経済とエネルギー需給の両方を統合した中国モデルにつ

いては，古くは専修大学斎藤研究室の華紀文モデル（1994）〔4〕，最近では，

日本エネルギー経済研究所計量分析部モデル（2000）〔1〕，および京都大学手

塚研究室の辰野らのモデル（2002）〔3〕があり，われわれも全体のモデル構成

およびエネルギーモデルに関してはこれらを参考にしてモデル構築を進めて

いる。しかし中国マクロ経済モデルについては，今回，日本経済の計量経済

モデルであるエコノメイト・モデル〔6〕の標準的な定式化に基づき，中国の

マクロ経済データとの整合性を考慮して独自に中国モデル作成を行った。

4．中国マクロ経済モデノレの構築

　ここでの中国マクロ経済モデルは，主に日本経済の計量経済モデルである

エコノメイト・モデル〔6〕の標準的な定式化から出発してモデル構築を行っ

た。ただし中国の経済データの制約（たとえば実質民間資本ストックKPのデータ

は，1999年から中国国家統計局がはじめて統計に人れるようになった）から，資本ス

トック調整型のモデルによらず，1（民間投資と政府投資総額）と1眠間在庫と社

会在庫純増）に基づいたモデルを作成した。
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　なお今回は第1次モデルであり，人口要因については考慮していないが，

次に開発する第2次モデノレで導入の予定である。

4．1モデルの定式化

　まず実質GDP（国内総生産）の定義式を国内総支出によって以下のように

表す。

　　　　　　GDP＝CP十CG十1十∫十EXC－MC十SDEF　　　（4．1）

ここで，中国経済データの統計上の不釣合いをSDEFという調整項を導入し

て解消している。

　次に，民間消費関数CPは，標準的な定式化に従い，　GDPと消費の習慣

効果を表すCP（－1）の関数としてモデル化する。

　　　　　　　　　　　　CP＝f（GDP，　CP（－1））　　　　　　　　　　　（4．2）

　次に国内固定資本形成1をGDPと自己回帰項1（－1）でモデル化する。こ

の1は民間投資（設備投資と住宅投資との合計）と政府投資との総額であり，通

常の資本ストック型の設備投資関数は中国経済データとの整合を考慮して今

回は採用していない。

　　　　　　　　　　　　　1＝f（GDP，1（－1））　　　　　　　　　　　（4．3）

　また在庫純増分1も同様にモデル化する。この1は民間在庫純増と社会在

庫純増との総額である。

　　　　　　　　　　　　　J＝f（GDP，　J（－1））　　　　　　　　　　　　（4．4）

　さらに実質財貨・サービスの輸出関数EXCおよび輸入関数MCは，エコ

ノメイト・モデル〔6〕に従い，所得項と価格項からなる伝統的な需要関数で
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モデル化した。

EXC＝f（nVM，　PEXC／（PEW＊EXR））

MC＝・二f（GDP，　PNiC／PGD，　MC（－1））

（4．5）

（4．6）

すなわち輸出EXCの所得項は世界貿易総額TWM，価格項は世界工業製品

価格と中国の輸出価格との相対価格で表した。また輸入MCの所得項は

GDP，価格項は輸入品と中国内の相対価格で定式化している。ただし輸入

の価格項では，便宜的に卸売物価指数WPIの代わりにGDPデフレータ

PGDを用いた。なお輸入には習慣効果MC（－1）も考慮している。

　各記号の意味は以下のとおりである。

GDP　実質国内総生産

CG　　実質政府最終消費支出

CP　　実質民間最終消費支出

1　　　実質総固定資本形成（民問投資と政府投資との総額）

1　　　実質在庫純増（民間在庫純増と社会在庫純増との総額）

EXC　’実質財貨・サービス輸出

MC　　実質財貨・サービス輸入

SDEF：統計上の不釣合い（調整項）

TWM：世界貿易総額

PEW　l世界工業製品輸出物価指数

EXR　中国元対米ドルの為替レート

PGD　GDPデフレータ

PEXC：輸出デフレータ

PMC：輸入デフレータ

　この中国マクロ経済モデルの構造を図4．1に示す。

外生変数および内生変数間の関係を記してある。
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　　図4．1　中国マクロ経済モデルの構造

4．2モデルの精度評価

　世界銀行データおよびr中国統計年鑑2000』〔14〕より得られた中国のマク

ロ経済データを用いて，この中国モデルの各パラメータを最小二乗法（OLS）

により推定した結果は，以下のとおりである。なおここで「エコノメイト

2000」を使用している。

　CP＝84．8500十．266507＊（GDP）十．429765＊（CP（1））

　’　　　　　（2．02）　　　　（3．23）　　　　　　　　　　（2．07）

　’OLS（1972－1999）　R＾2＝．994　SD　＝74．9641　DW＝1．364

　1＝－68．9233十，162613＊（GDP）十．618269＊（1（1））

　，　　　　（－2．62）　　　　（3．92）　　　　　　　　　　（4．93）

　’OLS（1972－1999）　R＾2＝．994　SD＝63．3478　DW＝1．241
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1＝35．6115十．002992＊（GDP）十．774885＊（1（1））

’　　　　（1．54）　　　　　（．31）　　　　　　　　　　（3．95）

’　OLS　（1972－1999）　　R＾2＝．681　　SD＝61．0123　　DW＝1．685

EXC＝－53．7095十．469598＊（TWM）－7775．82＊（PEXC／（PEW＊EXR））

’　　　　　　　（－28）　　　（2656）　　　　　　　　　（－3．47）

’　OLS　（1972－1999）　　R＾2＝．976　SD＝93．3454　　DW＝566

NIC＝－6．95279十．168687＊（GDP）－143．769＊（PMC／PGD）十．348931＊（MC（1））

’　　　　　　　（一．25）　　　（4．20）　　　　　　　　（－L98）　　　　　　　　　　　　　　（1．86）

’　OLS　（1972－1999）　　R＾2＝．986　　SD＝59．2178　　DW＝L415

ここで，R＾2は決定係数，　SDは標準誤差，　DWはダービン・ワトソン比，ま

た各項下のカッコ内の数値はt値を表す〔7〕。∫の決定係数がやや小さいが，

他の式の決定係数は1に近い値を示しており，このモデノレの精度はまずまず

のものと期待される。

　そこで次に，上の5本のモデル式にGDPの定義式を加えて6本の連立方

程式モデルを構成し，それらをガウス・ザイデル法で解き，パーシャノレテス

トおよびファイナルテストを行った。ファイナルテストは，外生変数と先決

内生変数の初期値のみ実測値を使い，すべての内生変数をモデル計算で求め

るもので，最も厳しいテストである〔6〕。このファイナルテストの結果から

図4．2　モデルの精度評価　GDP
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図4，3　モデルの精度評価　実質民間消費CP
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　　　図4．4　モデルの精度評価　民間投資と政府投資との総額1
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モデルの精度を評価すると，図4．2～図4．4が得られた（スペースの関係でJ，

EXCおよびMCについての図は省略している）。

　これらのモデル精度評価結果（ファイナノレテスト結果）の平均誤差（実績と推

定の誤差）は，1（K間在庫純増と社会在庫純増との総額）とEXC（実質輸出総額）を

除き，GDP（実質国内総生産），　CP（実質民間最終消費），1（民間投資と社会投資と

の総額），MC（実質輸入総額）ともすべて10％以内であり，モデノレの精度は良

好である（消費CPの誤差4．9％，　GDPの誤差35％）。またファイナノレテストは収

束回数4回以下でいずれも良好な収束状況を示した。民間在庫と社会在庫の
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純増1の平均誤差（38％）がやや大きかったが，在庫は消費など他の項目に比

べ，絶対値が1桁小さいため，GDPへの影響は軽微である。なお輸出EXC

の誤差は10．8％であった。

　本論文で用いた中国マクロ経済データを，表4．1にまとめて示す。なおこ

のマクロ経済データにおいて，実質GDPの基準年は1990年である。

　今回の中国マクロ経済モデルでは，表4．1の31個の時系列データのうち，

14個を用いている。すなわち，内生変数6個，外生変数8個である。

　なお，今後のモデルの改良方向としては以下のものを検討中である。

　（1）資本ストック調整型のモデル作成

　（2）天安門事件などの経済変動要因を考慮して，ダミー変数の導入によ

　　るモデルの高精度化

4．3中国のマクロ経済シミュレーション

　以ヒのように構築したマクロ経済モデルを用いて，2010年までの中国の

マクロ経済をシミュレーションにより予測した。このような計量経済モデル

によるシミュレーションに当たっては外生変数をいかに予想するかが問題と

なるが，ここではまず，過去の中国経済データ，東洋経済のエコノメイト・

モデル，および口本エネルギー経済研究所などのデータを参考に，以下のよ

うに外生変数（ここでは8個）を設定した。これが基準ケースのシミュレー

ション条件となる。

　（基準ケースのシミュレーション条件）

　期間：2000～2010年

　実質政府支出（CG）の伸び率8．4％

　世界貿易（TwM）の伸び率3．1％

　世界工業製品輸出物価指数（PEW）の伸び率2．4％
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表4．　1　中国マクロ経済データ

番号，変数名1 日　本　語　名 単　位 開始期 終了期 データの出所自
　
‘ 　　　冑

：B：N 名目国内総生産　　　　　　　　　　　1

実質国内総生産

1　　10億元

　　10億元

1952

1971

1999｜1999　1
世界銀行他

世界銀行

3 I　　i 実質総固定資本形成（民間＋政府）　　： 　　　　‘10億元 1971 1999 中国統計年鑑
1

により加工

4 1 実質在庫純増（民間＋政府） 10億元 1971 1999 中国統計年鑑

により加工

5 EXC 実質財貨・サービス輸出 10億元 1971 1999 世界銀行

6 MC 実質財貨・サービス輸入 10｛意元 1971 1999 世界銀行

7 CP 実質民間最終消費支出 10億元 197r 1999 世界銀行

8

9

1
0

11

12

13

14

15

16

1ア

］8

互
9

20

21

22

23

24

25

26

CG

CP．N

CG．N

I．N

1．N

EXC．N

MC．N

PGD
PC

PCG
PIT

PI

PEXC

PMC
IG

IP

EXR

TWM

実質政府最終消費支出

名目民間最終消費支出

名目政府最終消費支出

名目総固定資本形成（民間＋政府）

名目在庫純増（民間＋政府）

：

1名目財貨・サービス輸出

名目財貨・サービス輸入

lGDPデフレータ

民間最終消費支出デフレータ

政府最終消費支出デフレータ

国内総資本形成デフレータ

総固定資本形成デフレータ

財貨・サービスの輸出デフレータ
！財貨．サービ。の輸入デ。。一タ

i実質政府投資

1類民間頗
為替レート

：世界貿易（実質，年度平均）

10億元

10億元

10億元

10億元

10億元

　10億元

　10億元

95年＝100

95年＝100

95年＝100

95年＝　100

95年；100

95年＝100

95年＝100

　10億元

　10億元

　元1米S

90年10億S

1971

1971

1971

19ア1

1971

1971

1971

1971

1971

1971

1971

1971

1971

1971

1980

1980

1971

1965

I

lPEW　　I世界工業製品輸出物価指数（年度平均）　　90年＝100　　1965

27　　SDEF　　GDP－（CP十CG十1十」十EXC－MC）； 10億元

1999

1999

1999

1999

1999

1999

1999

1999

1999

1999

1999

1999

1999

ig99

1999

1999

1999

2000

2000

1965　　　　1999

世界銀行

世界銀行

世界銀行

中国統計年鑑

により加工

中国統計年鑑

により加工

世界銀行

世界銀行
I

l世界銀行

世界銀行

世界銀行

世界銀行

世界銀行

世願行
世界銀行

中国統計年鑑

中国統計年鑑

世界銀行

東洋経済・

エコノメイト

東洋経済・

エコノメイト

中国統計年鑑
i ｜魏項 により加工

28 AG 1971 1999 中国統計年鑑

により加工

29 IIP 鉱工業生産指数 1971 1999 中国統計年鑑
i により加工

30 PRO　　！ 1971 1999 中国統計年鑑
　　131　1 　　　｜

SER　ミ i
1971

　　　　

1999　‘

により加工

中国統計年鑑
1 により加工

一
21 89



為替（EXR）レート：8．3（元／ドル）で固定

GDPデフレータ（PGD），輸出デフレータ（PEXC）

　　いずれも100％に固定

統計上の不釣合い調整項（SDEF）：0

輸入デフレータ（PMC）：

　このような条件で行ったシミュレーション結果の要約表を表4．2に示す。

　最近の中国の経済動向を見ると，人民元はこの5年間ほぼ8．5元／ドノレで

安定している。内需拡大政策を採っている中国政府は当分の間，元を維持し

ていくのであろう。また人民元は，ベトナム，タイ，カンボジァ，ミャンマー，

ラオス，ロシァの一部地域などで，人民元に対する信頼【生が高まり，米ドル，

日本円と並んで，一般通貨になりつつある〔17〕。

　なお一部海外の経済学者や中国の専門家の間で，これからの5～10年間は

元安でなく，元高になるのではなかろうかという議論がなされている〔17〕。

輸出にはマイナス要因になるが，～へTO加盟後，農業が遅れているため，食

糧を輸入するのに，かなりの外貨を節約できる（年間1500万トンもの大豆を輸

入している）。前述したように，1994年から，石油が純輸入に転じたため，元

高は石油の輸入に有利である。

　そこで次に，為替レート（EXR）が2002年以降5年間，毎年1元ずつ元高

になるという条件でシミュレーションを行なった。

（元高ケースのシミュレーション条件）

　為替（EXR）レート

90

：2000～2001年

2002

2003

2004

2005

2006～2010

　　　　　－22

8．3元／ドル

7．3

6．3

5．3

4．3

3．3



中国のマクロ経済・エネルギーモデルと環境問題（1）（丁／朴／猪平）

　　　　　　　　表4，2

（1）　実質国民総支出

基準ケースのシミュレーション結果の要約表

1985 1995 1999 2000
201・i・9111，・9η1，201819

　　　　　　　　　［

実質国内総生産　　GDP　　2289．06　5、847．8ユ　8、048．63　8，313．6711、789．60：　　9．8 8．3 5，7

実質国内総生産　　GDP 100 100 100 100 100

民間最終消費支出　CP

総固定資本形成　　1

在　庫　純　増　　1

財・サービス輸出　F．XC

財・サービス輸入　MC

542
30．］

10．3

18．3

25．8

45．4

34．ア

6．1

24．0

21．7

46，7

36．0

2，0

26，2

22．7

47，1

37．0

22

24A

22．7

45．9

37．9

2．2

22．6

23．6

（2）　賃金・物価・デフレータ

1985 1995 199920002・1・
｛19！；；519習152°1；19

GDPデフレータ

輸出デフレータ

輸入デフレータ

PGD
PEXC

PMC

39．16

21．43

21．43

10⑪

100

100

101．77　　　　　　100　　　　　　　100　　　　　　　9．8　　　　　　0．4　　　　－0．2

85．92　　　　　　100　　　　　　　100　　　　　　16．7　　　　－3．7　　　　　　1．4

85．92　　　　　　100　　　　　　　100　　　　　　16．7　　　　－3．7　　　　　　1．4

（3）　海外・金融関連等

1985 1995 1999 2000
　　　「1995／1999／2010／
2G10
　　　［　　1985　　　　1995　　　　1999

　その結果，表4．3が得られた。表4．2と表4．3を比較すると，元高はほと

んどの経済指標に悪い影響を与えることがわかる。毎年1元ずつ元が高くな

るという厳しい元高の条件ではあるが，GDPの年平均成長率は3．8％に抑

えられ，特に輸出の伸びはほとんどない（年平均成長率o．s°／・）という結果に

なっている。なおここには示していないが，逆に元安の場合，GDPの成長
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　　　　　　　　表4．3

（1）　実質国民総支出

元高ケースのシミュレーション結果の要約表

1985 ］995 1999 2000
　　　　　　　1995／　］999／　2010／20m　　　　　　i　　　1985　　　　1995　　　　1999

実質国内総生産 GDP 2289．06 5，847．81 8，048．63 8，313．6ア
　　　　　　　1
1ユ、081，70　　　　　9，8　　　　　　8．3　　　　　　3．8

民間最終消費支出　CP

総固定資本形成　　1

在　庫　純　増　　1

財　サーヒス輸出　EXC

財・サービス輸入　MC

1．240．16

688．72

236．57

41788

59061

2，656．68

2，03e．05

357．65

〕，40270

1，26832

3、757．55

2、900．00

］58，46

2、10530

L82879

3，915．37

3，075．97

183．2743

2、03178

1，889．81

5，569．90

4，582．58

292．2628

2，21192
　　　－1
2，8065⊃

ア．9

11．1

4．2

129

79

　9．1

　9．3

－
18．4

　107

　96

3，6

4．2

5．7

05

4

実質国内総生産 GDP 100 100 100 100 100

民間最終消費支出 CP 54．2 45．4 46．7 47．1 46．1

総固定資本形成　　［

在　庫　純　増　　1

財・サービス輸出　EXC

財・サービス輸入　MC

30．1

10．3

18．3

25，8

34．7

6．1

24．0

21，7

36．0

2．0

26．2

22．7

37．0

2．2

24．4

22．7

37．9

2．4

18，3

23．2

（2）賃金・物価・デフレータ

］985 1995 1999 20GO
］999／

　1995

2010／

　1999

GDPデフレータ
輸出デフレータ

輸入デフレータ

PGD
PEXC

PMC

39．16

2L43

2L43

100

100

100

101．77

85．92

85．92

100

100

100

100　　　9．8

1Do　i　16．7

10－　16．7

　0．4

－
3．7

－
3．7

一
〇．2

　1．4

　1．」

（3）　海外・金融関連等

1985 1995 1999 2000
　　　1
20101 ］9

！
；
1
， 1999／

　1995

2朋0／

　1999

世界貿易総額

世界工業製品

　　　　輸出物価

1、、アM

PE、、－　　　1

2，614．81

　69，08

4，872．65

　108フ5

6，342．86

　92，75

6539．49

95．0688

8，874．22

121，696

6．4

4．6

　6，8

－
3．9

3」

2．5

為替レート

　　　　〔元／ド・し）　EXR 2．94 8．35 828 8．3 3．3 11　　－O．2 一
8

率は高くなる。このことは，元の切り下げにより中国政府は経済成長を数％

高められることを示す。

　最後に中国の統計データの信憲性について触れておく。ここ数年，「中国

のエネノレギー消費が下がっているのに対し，GDPが逆に成長している」と
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中国のマクロ経済・エネルギーモデルと環境問題（1）（丁／朴／猪平）

　　図4．5　中国のエネルギー消費の推移
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換
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万
ト

ノ
　　40000

0

1985 1990 1995 1999

年

（出所）『中国統計年鑑2000』より作成

いう事実から，一部の海外の専門家が中国の統計データや統計の仕方を疑問

視している〔16〕。これは，図4．5と図2．3のデータ比較を根拠にしている。

通常，国のエネノレギー消費はGDPと強い相関を示す。ところが中国のエネ

ルギー消費は，図4．5のデータによると1996年をピークに1999年まで低下

しているのに対し，図2．3のGDPは増加しつづけているからである。

　とはいえ，中国では，最近の10年間，外資導入が著しく進展し，技術進

歩も次第に進み，構造改革も着実に行われてきた。このため世界銀行も99

年から中国国家統計局のデータを調整せず，直接使うようになった。中国国

家統計局によると，2002年前半のGDPは4兆5536億元で，前年同期比

7．8％の成長であり，その原因について次のように分析している〔17〕。

①　ドル安による輸出の増加

　　輸出総額EXCは1421億ドルで，14．1％増となる。

②　自主投資の拡大

　　社会固定資産投資総額の同比成長215％である。うち集団経済の投

　資は15．8％増，個人経済の投資は19．4％増である。
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③　消費物価指数の上昇

　中国政府は，これらのブラス要因を総合して，年間8％の経済成長が可能

だという認識である。この中国の統計データの信頼性の問題は，中国の計量

経済分析において常に付きまとう問題であり，今後も十分慎重に検討してい

く必要がある。

　以上，中国のマクロ経済モデルを作成し，モデルの定式化，精度評価とこ

れを用いたシミュレーションを行った。このモデルを利用して，2010年ま

での中国のマクロ経済予測が可能になることを，為替レートが固定（元の対

ドノレレート8．3）と，元高の二つのケースで示した。

　今回のマクロ経済モデルの作成においては，固定資本形成および在庫純増

のモデノレ式において，通常の民間資本ストック（KP）調整型ではなく，民間

投資と政府投資との総額1および民間在庫と社会在庫との総Wt　Jを用いてモ

デル構築を行った。それは現在までに得られた中国の経済データの制約によ

ることであるが，1と1を用いたモデルの精度はかなり良い。

　われわれの目標はさらに2030年くらいまでの中国のマクロ経済・エネル

ギー需給を分析することであるが，それは次のエネルギーモデルを構築し全

体のモデルに統合してから行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（次号に続く）
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